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合は、図 1のとおりであった5）。第 1期では 8.1％、
第 2期では 7.1％、第 3期では 10.5％、第 4期では
15.6％であった。第 1期から第 2期にかけてやや減
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悪質な訪問販売 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
キャッチセールス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
アポイントメントセールス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
ネガティブオプション ○ ○ ○ ○ ○
マルチ・マルチまがい商法 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○










通信販売トラブル ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
合　　　計（個） 7 7 4 5 6 2 6 4 6 6 6 11 7 7





































































自分の目で確かめる ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
家族や友達 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
販売員の説明 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
マスメディア ○
テレビ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
新聞や雑誌の広告 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
パンフレットやカタログ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
商品のチラシ ○ ○ ○
インターネットを利用した情報検索 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
公共機関の情報誌 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
消費者団体の資料 ○ ○ ○ ○
表示やマーク ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
実際に使ってみた人の感想 ○ ○
口コミ ○ ○
合　　　計（個） 4 4 8 1 7 6 9 5 9 8 6 4 9 10


















































必要性 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
すでにあるものとの調和 ○ ○ ○
借りてすませないか ○ ○ ○ ○
今あるもので代用できないか ○ ○ ○
使う機会 ○ ○
目的 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
置き場所の確保 ○ ○ ○ ○
品質 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
機能性 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
衛生面 ○ ○ ○
安全性 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
耐久性 ○ ○ ○
原材料 ○ ○ ○ ○
適当な価格 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
販売方法 ○ ○ ○
支払い方法 ○ ○ ○ ○ ○ ○
他の商品の購入へ影響 ○ ○





環境への影響 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
合　　　計（個） 9 7 11 7 5 11 5 8 10 12 11 14 11 10









育法施行規則」により、第 1学年 70時間、第 2学
年 70時間、第 3学年 35時間と定められている。こ
の授業時間数を技術分野と家庭分野で折半すると、
家庭分野の授業時間数は、第 1学年 35時間、第 2
学年 35時間、第 3学年 17時間、もしくは 18時間
である。限られた時間の中で、家庭分野は、消費分
野以外にも衣食住の生活に必要な基礎的・基本的な
知識や技術の習得を目指して学習を進めていかなけ
ればならない。このような消費者教育の現状を考え
た時、教科書の学習内容の精選が求められるし、教
員が消費者市民社会の実現を目ざし、授業実践の充
実を図る必要があろう。中学校家庭科教員の消費分
野に対する意識や実態等については、稿を改めて報
告したい。
注および引用文献
 1）文部科学省 http://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/syouhi-
sha/detail/1338166.htm
 2）文部科学省「幼稚園教育要領、小・中学校学習指導要領
の改訂のポイント」www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-
cs/__icsFiles/.../2017/06/16/1384662_2.pdf、「高等学校学習
指導要領の改訂のポイント」http://www.mext.go.jp/a_
menu/shotou/new-cs/__icsFiles/afieldfile/2018/04/18/1384662_
　3.pdf
 3）鎌田浩子（2010）「家庭科教育における消費者教育の今
　表６　「買い物は投票」に関する教科書の記述
買い物は投票
買い物はお金の投票
　買い物は、個人の生活の質や満足を高めてくれます。
しかし、実はこのほかに、買い物には社会的な意味が
あります。
　お金を出して商品（物資やサービス）を買うことは、
それを生産する事業者を応援することを意味します。
大勢の人が買わないという選択をすれば、その商品は
市場から消えていきます。
　あなたが持っているお金で、どの商品を選択するか
は、あなた自身。選挙で政治家を選ぶのと同じで、買
い物はまさに、事業者に対するお金の投票なのです。
　消費者が何を選ぶかによって、社会は良い方向にも
悪い方向にも変わっていきます。わたしたちには自由
に商品を選択することができるなどの権利があります
が、その反面、大きな役割（責任）も担っていること
を自覚する必要があります 31)。
購入は投票行為
　消費者が何かを購入することは、それがよいという
意思表示となり、さらにそれを提供している事業者を
選択したということになります。購入することは、自
分の意見を表明する投票行動と類似しています。投票
が多く集まった商品は、さらに生産されることになり
ます。あなたの選択が、次にどのような商品がつくら
れるかに影響を与えます。どの商品を選択するか、よ
く考えて購入しましょう 32)。
　表７　「消費者市民」「消費者市民社会」に関する教
　　　　科書の記述
消費者市民社会、消費者市民
消費者の選択が社会を変える
　消費者は、個人の満足を高めるだけでなく、買い物
を通じて国際情勢や地球環境について考え、行動する
消費者市民としての役割が求められます 33)。
　国が定めた権利を実現させていくためには、消費者
一人ひとりが役割（責任）を果たしていくことが大切
です。消費者の権利と役割（責任）を自覚し、行動で
きる消費者が増えていくことで、トラブルや被害がな
く、公正で持続可能な社会、すなわち消費者市民社会
が実現されます 34)。
消費者としての自覚
　今の自分の消費行動が世界で起こっている様々な問
題とどのようにつながっているのか、考えてみましょ
う。たとえば、安い価格の背景に、不当な取引や環境
汚染、自然破壊、児童労働などの問題が含まれている
かもしれません。わたしたちが批判的な意識や社会的
関心をもち、責任ある消費者として行動することで、
事業者の製品開発や販売方法の改善を促し、それが消
費者市民社会をつくることにつながります。消費者一
人ひとりの力が発揮されれば持続可能な社会の構築に
つながります 35)。
中学校家庭科における消費生活に関する学習内容の変遷 89
後の方向性―学習指導要領改訂を背景に―」　消費者教育、
第 30冊、118頁
 4）岡崎雅子・大原明美（2012）「家庭科教育における消費
者教育の現状と課題―『学習指導要領』改訂を踏まえて―」
信州大学教育学部研究論集、第 5号、15～28頁
 5）学習指導要領の「家庭分野のページ数」は、目標はペー
ジ数に加えず、家庭分野の内容のみをページ数として扱っ
た。
 6）「消費生活用製品安全法」の基準に適合したものにつけ
られるマーク
 7）「電気用品安全法」の基準に適合した電気製品につけら
れるマーク
 8）消費生活用製品の安全性を認証する任意の制度であり、
安全基準に合格した乳母車やローラースケートなどの製品
につけられるマーク
 9）製品に欠陥があり事故を起こした場合、損害賠償される
花火製品につけられるマーク
10）おもちゃの安全基準に適合した製品に付けられるマーク
11）食品から木材まで安心できる農林水産物と加工品に付け
られるマーク
12）特別な方法で生産された食品につけられるマーク
13）日本農林規格基準を満たしている有機用産物などの加工
食品などに付けられるマーク
14）生産情報を正確に伝えていることが認められた食品に付
けられるマーク
15）フェアトレードの基準に合った商品に付けられるマーク
16）伝統的工芸品に付けられるマーク
17）一定の基準を満たした信頼できるオンラインショッピン
グサイト事業者に対して付けられるマーク
18）個人情報について、基準に満たして適正に管理している
と認証させた企業に与えられるマーク
19）衣料品から文房具まで、日本工業規格基準に適合した生
活用品に付けられるマーク
20）各都道府県が「ふるさと認証食品」として認められた地
域の特産品に付けられるマーク
21）設備・品質・衛生管理などの基準に適合した冷凍食品に
付けられるマーク
22）一定基準以上の品質が保証された羊毛製品に付けられる
マーク
23）一定水準以上の品質が保証された繊維製品に付けられる
マーク
24）返品や交換に応じるなど公正な販売に努めている事業者
で組織される日本通信販売協会のマーク
25）古紙の利用拡大をつうじ、紙のリサイクル促進を図るこ
とを目的に、古紙を使った製品に付けられるマーク
26）環境への負荷が少ないと認められた製品に付けられる
マーク
27）高齢者が安心して健康に暮らすための良質なサービスや
商品を提供する事業者に対して交付されるマーク
28）目が不自由な子どもたちと一緒に遊べるおもちゃに付け
られるマーク
29）耳が不自由な子どもたちも一緒に遊べるおもちゃに付け
られるマーク
30）総務省「平成 29年通信利用動向調査の結果」http://
www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/data/180525_1.
pdf
31）汐見稔幸ほか 32名（2011）『技術・家庭 家庭分野』教
育図書、250頁
32）鶴田敦子ほか 63名（2011）『技術・家庭（家庭分野）』
開隆堂出版、221頁
33）汐見稔幸ほか 32名（2015）『新技術・家庭 家庭分野』
教育図書、252頁
34）同上、254頁
35）大竹美登利ほか 62名（2015）『技術・家庭（家庭分野）』
開隆堂出版、231頁
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